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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクトでは、（１）ショケ型期待効用理論の公理化、（２）メビウス表現の特
徴付け、およびジニ係数の特徴付け、（３）ナイト流不確実性下の情報の更新（Dempster-Shafer rule, Fagin-Halper
n ruleおよびnaive Bayes' rule）に関する公理化、について研究を行い、これまでに知られていない新しい結果を導
出した。（１）、（２）の研究は国際的学術誌に掲載され、（３）については、現在、国際的学術誌に投稿中である。

研究成果の概要（英文）：In this research project, we studied the following topics: (1) axiomatizations of 
Choquet Expected Utility, (2) characterizations of Mobius inversions and a characterization of a Gini 
index representation, and (3) axiomatizations of three updating rules (Dempster-Shafer rule, 
Fagin-Halpern rule, and naive-Bayes' rule) under Knightian uncertainty. In each topic, we obtained 
original results, and papers about (1) and (2) have been published in international academic journals, 
respectively, and a paper about (3) has been submitted and reviewed in an international academic journal.

研究分野：ミクロ経済学
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１． 研究開始当初の背景 
 近年、日本では、「失われた 10年」ないし
「失われた 20 年」を経て、格差問題が浮上
してきている。アメリカでも、2011年頃から、
1%の人々が 99%の富を独占している、とし
て「ウォール街を占拠せよ」という市民の大
規模なデモが行われ、大きな注目を集めた。
このように、「所得の不平等」「資産保有の不
平等」は、日米ともに、大きな社会問題と化
している。 
 このような社会的問題意識の下では、「ど
のように不平等度を計測するか」、あるいは、
「どのような不平等度指標が、人々の不平等
認識を、より近似できるか」は、科学的に重
要な課題となる。さらには、「特定の指標で
測った不平等度のもとで、より平等であるこ
とを望む市民の選好を公理化する」というこ
とも、意思決定理論が是非とも解決すべきテ
ーマである。 
 このようなテーマにおいて、近年、経済学
や意思決定理論において、不平等に関する意
思決定モデルを構築する研究が盛んに行わ
れた。 
例えば、ベンポラスとギルボアによるジニ
係数の公理化、ロードによる不平等回避の公
理化などが代表的な貢献である。 
 研究代表者は、これらのテーマに対して、
ナイト的不確実性における意思決定を表現
する理論的枠組みである、「ショケ期待効用
理論」、が有望なツールであると考えている。
ここで、ショケ期待効用とは、確率的期待効
用の制約を緩めた意思決定法の一種である。 
 確率的期待値が、重なりのない(disjointな)
事象に対する加法性を要請するのに対し、シ
ョケ期待効用において「確率」の役割を果た
す「キャパシティ」には、単調性しか要請さ
れない。確率的期待値ではルベーグ積分を用
いるが、キャパシティでは代わりにショケ積
分が用いられる。ショケ積分は、関数値の大
きさの順に素事象を並べ直した上でそのキ
ャパシティを乗じて足し合わせるため、ショ
ケ期待効用による意思決定には、ある種の歪
みが生じ得ることになる。 
 ところで、不平等に対する市民の反感とい
うのは、ある意味で、「加法性」からの逸脱
を意味する。不平等への忌避感というのは、
個々人の所得の大小への個人的評価を独立
に足し合わせたものだけではなく、他者の所
得と自分の所得とを比較した上での「相対的
な評価」が関与するからである。 
 個々人の所得だけを独立に評価し、それを
足し合わせる社会的評価は、加法性を持つ確
率的期待効用に対応する。一方、他者との所
得の関係を相対的に評価する社会評価は、加
法的でないため、「歪み」を持ったショケ期
待効用に対応するであろうことが予想され
る。 
 研究代表者は、このような分析の下、ベン
ポラスとギルボアのジニ的意思決定やロー
ドの不平等回避を同時に公理化できる枠組

みが、ショケ期待効用の特殊な部分モデルに
よって可能である、と考える。特殊な部分モ
デルとは、ある種の離散幾何的構造を備え持
ったモデルであり、構造の設定に応じて、あ
るモデルはジニ的意思決定を導出し、あるモ
デルは「個人と他者すべての組み合わせ」に
対応した指標を導出できるであろう、という
ことである。 
 さらには、この部分モデルは、「キャパシ
ティ」の改訂(updating)に関する公理化をも
可能にする。「キャパシティ」の改訂につい
ては、現在、デンプスターとシェイファーの
改訂、ナイーブ・ベイズの改訂、ファギンと
ハルパンの改訂が提唱されているが、前の二
つと最後とは別々に公理化されており、統一
的な方法論は見つかっていない。本研究は、
その副産物として、三つの改訂を統一する公
理化を可能にすると期待される。 
 もちろん、情報の入手による不確実性認識
の改訂(updating)は、市民の不平等回避の嗜
好とも深く関与することは言うまでもない。
不確実性認識の改訂についての科学的な解
明は、同時に、不平等回避のメカニズムの解
明にもつながることである。 
 
２．研究の目的 
本研究プロジェクトは、３年間の研究プロ
ジェクトとして、以下のような目的に沿って
遂行された。 
本研究の目標は、不平等度に関する市民の
忌避感を表現する効用関数を定量的に導出
することである。 
例として挙げることができるのは、ベンポ
ラスとギルボアのジニ的効用関数、ロードの
不平等回避である。そのために必要となるの
は、特殊な集計関数である。これは、個人た
ちへの所得分配を一つの関数と設定したと
き、それらの関数に実数値一つを対応させる、
関数の集合から実数の集合への作用素であ
る。その作用素を表す集計関数の値が、社会
の良さへの評価を与えるものとなる。 
この集計関数が、加法性からの歪み・ズレ
を備えるようにするため、キャパシティを土
台とするショケ積分を利用する。さらに、集
計関数が、特殊な離散的幾何構造を持つよう
に、共最小加法性（cominimum additivity）
を課すのである。 
共最小加法性はシュマイドラーの導入した
共単調加法性(comonotonic additivity)を強
めるため、研究代表者が梶井厚志(京都大学)
と宇井貴志(一橋大学)と共に開発した概念で
ある。これを導入することによって、シュマ
イドラーの導入したショケ期待効用の一種で
ありながら、さらに「離散的幾何構造を持っ
た最小作用素で記述される期待効用」を提供
することが可能となる。ジニ的効用関数も不
平等回避も「最小作用素」で表現することが
可能であるため、共最小加法性を持つ選好を
導入することは大きな意義を持つ。 



以上の「離散的幾何構造を持った最小作用
素で記述される期待効用」は、次のような二
つの発展性を持つ。 
第一の発展性は、「キャパシティ」の改定
(updating)の公理化である。前述した通り、
「キャパシティ」の改定は個別に研究されて
おり、統一的な公理化がない。また、改訂に
関する整合性を意味する、帰結主義
(consequentialism)や動学的整合性(dynamic 
consistency)との関係も明らかではない。 
しかし、本研究の共最小加法性（cominimum 
additivity）を持つ集計関数は、条件付共単
調性(conditional comonotonicity)と読み替
えて応用することによって、帰結主義を備え
る集計関数を生み出すことが可能となる。こ
れによって、帰結主義を備える認識の改訂が
一般的に公理化できる。 
さらに、この集計関数に、制限付動学的整
合性(constrained dynamic consistency)を課
すと、デンプスターとシェイファーの改訂、
ナイーブ・ベイズの改訂を公理化することが
可能となる。これらの公理系は、マシーナの
問題提起に対して、ショケ期待効用の立場か
ら、一つの解答を提案するものとなりうる。 
その上、これらの認識改訂は、平均値保存
公理(mean-preserving axiom)によって、ファ
ギンとハルパンの改訂をも、同じ枠組みに統
合することが可能となるのである。 
第二の発展性は、共最小加法性を他の概念
で代用することである。 
共最小加法性は、独立性の公理
(independence axiom)を変形するものであり
、そういう意味で、従来の意思決定理論より
も多少「人工的」な印象を与える恨みがある
。したがって、共最小加法性を使わず、それ
と同じ効果を持たせることが可能であれば、
それは大きな貢献になると言える。本研究で
は、マシーナの「事象の独立性」を、ショケ
期待効用の枠組みで「素事象の独立性」と読
み替えることで、共最小加法性公理の除去が
可能となる。 
本研究では、一年目に共最小加法性を持っ
た集計関数をショケ期待効用によって公理化
を行う。また、二年目には、共最小加法性を
持った集計関数の公理系を利用して、「キャ
パシティ」の改訂の公理系を開発し、三つの
有名な「キャパシティの改訂方法」の統一を
はかる。さらに、三年目には、マシーナの事
象分離性の問題意識に沿った形で、集計関数
の公理系を改良する。これは、不平等回避を
ロードの集計関数よりもずっと広いクラスに
拡張することを可能とする。 
以上のように、本研究は、定量的な評価値
の関数を開発し、それを選好理論から公理化
することで、市民の不平等に対する忌避感を
分析するものとなる。このような定量的評価

は、当然、政策的な含意を導くものとなる。
不平等の問題に対しては、社会思想的なアプ
ローチは言うまでもなく重要であるが、政策
的な含意を持った科学的定量的アプローチも
、「イデオロギーからの自由性」という意味
で欠かせないものである。そういう観点から
研究代表者は、本研究の社会的な意義を主張
する。 
 
３．研究の方法 
本研究プロジェクトは、従来のリスクより
広い概念であるナイト流不確実性の理論に
おける、ショケ期待効用を応用して、不平等
回避を表現する集計関数を定式化する研究
である。具体的には、第一に、先行研究によ
って提示された共最小加法性を持った集計
関数を拡張し、さらにその公理化を与える。
第二に、この集計関数を応用して、キャパシ
ティの改訂の公理系を与える。第三に、素事
象の分離性を定義して、共最小加法性を除去
した公理系で同じ効果を持つ枠組みを構築
する。 
 本研究は、先行研究のサーベイ、公理化に
ついての数学的な検討、その定式化、新しい
概念の開発と定義、そして、先行研究との関
連付けによって行う。 
 
４．研究成果 
本研究は、三本の完成論文と一本の完成間
近の論文を生み出した。 
一本目の論文（論文5）は集計関数の特徴付
けに関する論文である。これは、共最小加法
性を備えた集計関数をより一般化した関数の
特徴付けを与えた論文である。この論文によ
って、我々の研究は、室伏と藤本のファジー
メジャーの研究、グラビッシュのk-加法性キ
ャパシティの研究、ベンポラスとギルボアの
ジニ係数に関する研究、ハートとマスコレル
のポテンシャルの研究など、多くの研究との
関連性が明らかとなった。この論文は国際的
学術誌Mathematical Methods of Operations 
Researchに投稿され、採択され、刊行された
。 
二本目の論文（論文3）は、共最小加法性の
公理化に関する論文である。具体的には、シ
ュマイドラーの共単調加法性の公理を、共最
小加法性の公理に変えることで、限定的な集
合族上でだけ機能する選好を生み出すことが
できる。これは、アイヒバーガーとケルセー
のE-キャパシティ、ロード(Rohde)の不平等回
避、ギルボアの多様性回避を包含する公理系
を与えることができる。また、もう一つの公
理(凸性公理)を加えることで、デンプスター
とシェイファーの信念度関数をも公理化する
ことができる。この論文は、国際的学術誌
Theory and Decisionに投稿され、採択され、
刊行された。 



三本目はキャパシティの改訂に関する論文
である。この論文は、我々が提案する条件付
共単調性(conditional comonotonicity)の公
理によって、帰結主義の認識改訂を普遍的に
公理化できることを示したものである。これ
に、制限付動学的整合性の公理を加えると、
デンプスターとシェイファーの信念の改訂と
ナイーブ・ベイズの認識改訂を公理化するこ
とができる。さらには、平均値保存公理を加
えることで、ファギンとハルパンの認識改訂
も統一的に公理化することができる。本論文
は完成し、現在、国際的学術誌に投稿中であ
る。 
四本目は、マシーナが提唱した、確率的意
思決定における事象分離性を変形し、キャパ
シティにおける素事象分離性を開発したも
のである。この概念によって、共最小加法性
の公理なしに、これまでと同じ集計関数を導
くことができる。そればかりではなく、これ
までより直感に訴える形で、さらには柔軟に、
不平等回避の離散的幾何構造を生み出すこ
とが可能となる。本論文は、完成間近であり、
近日中に国際的学術誌に投稿される予定で
ある。 
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